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首尾一貫性の規範的概念
　―法律的論証の理論のために―
クラウス・ギュンター著
マンフレッド・フーブリヒト訳
　ロールズが「反省的均衡関係」の概念を道徳論に、そしてドウォーキン
が「包括的法理論」の構築方法を法理論に導入して以来、首尾一貫性の原
理の果たす役割の重要性がましてい
（１）
る。この概念の可能な使用方法の多様
性に対応するのは、「首尾一貫した」という述語の意味の多様性である。
「首尾一貫性」が無矛盾性の原理より広い意味を持っているという点につ
いてのみ、意見が一致するように見える。
　全ての首尾一貫性の理論は、道徳的個別判断と原理との関係に係わって
いる。我々がこの原理と直感的になされた判断を対比することによって、
この関係はテスト手続および構築的方法としての役割を果たし得るので
ある。もしこの二種類の規範的命題が矛盾する場合に、判断と原理の「均
衡関係」が達成されるまで、我々は、直感的判断に照らして原理を、また
原理に照らして直感的判断を修正し続ける。このような相互維持関係の規
模・射程は、我々の原理と判断の正当性の基準となり得る。我々がこの手
続に従って特定量の原理に一種の「倫理」として体系的に秩序づけ得るな
らば、我々は反省的均衡関係を「倫理の判断手続」として見なし得
（２）
る。
　科学理論との類似点は明白であり、ロールズその他の理論家もこれを
強調してい
（３）
る。理論的命題の体系をデーターによって立証し、矛盾し合う
データーの場合に理論的命題を修正するという仕方と同様に、我々は原理
を正当化するために道徳的個別判断を利用するのである。そうすることに
よって理論の「統一性」は、正当化する力を取得す
（４）
る。システム理念との
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8著しい近接こそ、首尾一貫性の原理が法理論にとって魅力ある所以であ
（５）
る。
　原理を正当化する首尾一貫性の原理の能力に対して数多くの批判がな
されてきた。まず第一に、規範的命題を特殊の道徳的意味において正当
化するために、「首尾一貫性」が十分であるという主張は、少なくとも説
明が必要である。首尾一貫性はむしろ、全ての理論に対して向けられてい
る合理性の要求であ
（６）
る。その関連で、我々は、トウゲントハトが指摘した
倫理の「理論主義」の危機を無視できない。次に、理論の構築のモデルに
従う判断手続の構想において、理論の構築者がどういう観点から論証する
かは、明確ではない。もし、彼が道徳的個別判断と合致する原理を、第一
人称と第二人称の観点から再構築すると、彼が第三人称の観点から、正義
感の経験論を構築するために道徳的感情を言語学的データーのように利用
するのとは全く異なっている「事柄」について論証することにな
（７）
る。最後
に、我々の個別判断と原理の首尾一貫した解釈による正当化が、この二つ
の構成要素の循環的関係に依拠するかどうかは明確ではない。即ち、もし
個別判断がそれらが依拠する原理を「承認」する機能をはたすべきもので
あるならば、個別判断によって、以前個別判断によって正当化されたもの
としてみなされたもののみが、正当化されている。しかし、個別判断は、
例えば先入観、歪曲等に由来する可能性がある。それ故、ロールズは「考
え尽くした判断」に対して―それらが正当化機能を果たし得るために
―復元的な条件を要求しなければならな
（８）
い。
　以下、私は、ファインバーグによって、間接的にドウォーキンによっ
ても提案されているこのモデルを詳しく説明したい。両者は、我々が道
徳的に考慮する際、我々が利用する全ての原理と判断を常に問題視しない
という直感的に説得力のある想定に基づいて論証する。我々はむしろ、一
人で、あるいは他人と共に、規範的命題の特定量を所与のものとして承認
する。所与のものとして前提されているそうした規範的命題に基づいて、
我々は既に道徳的内容のある結果を生産できる。即ち、個別判断と直面す
る際、我々は―それぞれ正当なものとして見なされている原理―そう
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9した異なっている原理の衝突を解消しなければならな
（９）
い。
　しかし、直感的判断に不意なもの、予期できないものが含まれているが
故に、この方法は、我々が承認する原理と直感的判断の全体に関する知を
拡大するという意味でのみ生産的である。それは、伝承された志向が最早
役立たない、新奇な尋常ではない状況においては常にそうである。我々の
理論的志向だけではなく、我々の道徳的志向もそうした状況に直面する可
能性がある。我々の原理、また原理全体、場合によって我々の「倫理」、
即ち我々の原理を体系的に秩序づける道徳論を修正することによってのみ
考慮できるメルクマールは、この状況に含まれている可能性がある。数多
くの場合、我々は具体的状況に照らして直感的に判断する。可能な状況の
限定されていない多様性およびそれらに対応する様々なメルクマール構造
は、我々の直感的道徳考察が依拠する原理の意味を、常に変更する。それ
故、一つの状況において正しいものと見なされている道徳的個別判断が、
一瞥すれば、我々が通常妥当するものとして承認する原理と合致しないと
いうことを、我々は頻繁に経験する。
　勿論、我々が新しい事案と直面する場合に、判断と原理を相互に修正す
る必要がある、即ち、我々が一つの事案について新しく判断する場合に、
それはそうである。しかし、もし変化した状況によって惹起された事案の
新しい側面が反省的均衡関係を流動化するならば、我々は首尾一貫性の原
理を事案自体に特殊化できる。そうすることによって、我々は初めて真に
「生産的領域」に達する。
　この考察が正しければ、首尾一貫性の原理は、我々が「反省し尽くし
た」道徳的判断と結合する期待に対応する。しかし、今まで提案されたモ
デルは、このことを明確にしなかった。この期待の寄せられるところは、
判断がなされたり、あるいは判断の関連づけられる具体的状況に対するこ
の道徳的判断の「適切性」である。我々の直感的判断が状況のより多いメ
ルクマールを考慮すればするほど、我々は反省的均衡関係を実現する際、
個別事案の全ての道徳的に重要な側面が考慮されているという蓋然性がよ
り高くなる。そうした判断は、それが妥当する原理に依拠するからだけで
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はなく、原理が具体的状況に対して適切に適用されているからも、正しい
判断として見なされているに違いない。それ故、この判断は、一つの原理
あるいは数少ない原理の「厳格な」適用によって成立する判断より、より
「適切」である判断として見なされている。
　適用状況になされたこのような経験に基づいて、我々は首尾一貫性の
原理を再構築すると、首尾一貫性論が何故に我々の道徳的判断と原理の正
当性および妥当性を根拠づける課題を果たす能力が限定されていることは
明確になる。我々は変化する状況の下で、我々の原理が可能な新しい意味
を取得することを期待する時に、首尾一貫性について考察するということ
が正しければ、我々の判断の正当性は、直感的判断が数多くの状況メルク
マールを考慮し、従って正しいと見なされている原理の内容、即ち反省的
均衡関係の状況全体を変更する度合いに依拠する。しかし、その結果、可
能な適用状況とは無関係で我々は原理を正しいものとして見なし得るかと
いう問題は、最早首尾一貫性のモデルの枠の中に解決できなくなる。
　私は以下、首尾一貫性の論拠が何よりも先ず規範の非党派的適用にとっ
て重要であることを説明したい。そのために、私は先ず討議理論に基づ
いて規範の根拠づけと規範の適用の区別を導入し、正当化しようとする
（Ⅰ）。 次に私は、首尾一貫した解釈の原理を、適用の討議において我々
は妥当する規範の適切な適用の要求を正当化し得る原理として解釈する
（Ⅱ）。 最後に私は、道徳的論証の参加者の観点から再構築されている首
尾一貫性の原理の適用方法を法律的論証に関連づける。その際、アレク
シーが提案した一般的・実践的討議の特殊の方法としての法律的論証の理
論を、我々は修正しなければならないことが明確になる。私は、法律的論
証が規範適用の適切性を問題とする道徳的適用討議の特殊の方法であると
いうテーゼを正当化しようとする（Ⅲ）。
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Ⅰ.　完全な規範の理想
　妥当する規範の討議的根拠づけの目的は、規範がその一般的順守に対す
る一般的利害を表現することを保障すべきである。この一般的利害は、全
ての個人の利害の相互的考慮によって成立する。利害考慮の相関性は、一
般的規範順守のために上げられている根拠の説得力に依拠する。規範は全
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ての個人が根拠に基づいてそれを承認する場合に根拠付けられているもの
となる。他の動機ではなく、根拠の力のみが発揮されるために、我々は理
想化されている特定の論証条件が満たされていることを前提としなければ
ならない。その条件とは、根拠づけの全ての方法にとって妥当する意味論
的、論理的完結性の規則およひ発言の順列の特別な規則と並んで、何より
も先ず全ての関与者の自由で平等な参加の可能性である。最後に述べた前
提条件の下でのみ強制のない、合理的に動機づけられている合意を期待で
きる。この条件によって、規範の妥当性の普遍的相関性が保障され
（亜）
る。
　参加者が無制限の知と限定されていない時間を有し得るのは、もう一つ
の理想的条件であ
（唖）
る。この前提の下で、討議の参加者は全ての個々の可能
な適用状況における一般的規範順守の結果と付随効果を予見できなければ
ならない。従って知は、現時点で我々が見極め得る状況、また一般的順守
の場合にどういう結果と付随効果が生じ得るかを示すために、明示的に討
議に利用され得る若干の類型に限定されていない。むしろ、全ての可能な
適用状況の全てのメルクマール、即ち状況の完全な記述が対象とならなけ
ればならないことは求められている。この条件が満たされているというこ
とを、全ての参加者が前提し得る場合にのみ、全ての参加者が全ての個々
の状況における一般的規範順守の自己の利害への効果を判断できる。この
場合、規範の妥当要求を根拠づける際、討議の参加者が対象とする状況と
異なる「適用状況」は最早存在しない。「適用状況」と討議の対象である
状況は一致しているということになる。こういうふうに根拠づけられてい
る規範は「完全」なものとして見なし得る。この規範は、全ての個々の可
能な適用が既に討議の対象であったから、またその適用の適切性がその妥
当性の意味に含まれているから、自己の適用を規定することができる。具
体的規範順守が個々人の利害を侵害し得る全ての状況は、既に根拠づけの
討議に考慮されている対象であったということになる。討議の参加者は、
規範の順守が一般化できる利害を侵害する状況が存在しないことを確信し
ている。
　「完全な」規範の理想は我々の道徳的直感に相当するかもしれないが、
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それは数多くの理由から問題を孕んでいる。例えば、討議の参加者が無制
限の知と限定されていない時間を有し得るという想定は明らかに非現実的
である。しかし、この想定は反事実的に充たされているものとして見なさ
れている前提に依拠するかもしれない。この場合、無制限の知と限定され
ていない時間の想定は、他の理想化されている論証条件と同様に、規範の
妥当要求に関する論証の語用論的前提となる。しかし、この結合が必要で
あるかどうかは疑問である。ここにまた別の概念上の問題があるが。私は
次に、我々が規範の妥当性の非党派的根拠づけと個別事案における規範の
非党派的適用をはっきり区別するというテーゼを擁護したい。妥当する規
範の語用論的理解と全ての個別事案における適用の適切性は別のものであ
ることを、我々は説明し得るならば、我々は全ての可能な個別事案の場合
に全ての考えられ得る利害衝突を予見しなければならないという想定の必
要性もなくなる。妥当する規範の適用の適切性について、我々は実践的理
性の側面を別の形で利用てきるかを考慮しなければならない。
１.　内的規範衝突と外的規範衝突
　もし我々は一つの規範を「妥当な」ものと見なす場合、全ての個々の
適用状況を考慮しないことは、この述語の日用語的使用から既に明確であ
る。若干の状況の下で一般化し得る他の規範と衝突し得ることを分かって
いる規範に、我々はこの述語を帰するものとする。例えば、「約束を守ら
なければならない」という規範が若干の状況の下で「隣人が窮地に陥って
いる場合、助けなければならない」という規範と衝突するであろうことを
我々は知っている （そして当該の規範の妥当性に関して討議するときに、
それは簡単に予見できる）。特定の事情の下で、私が同時に両者の規範で
はなく、どちらか一つのみを順守する場合がこれである。この両者の規範
において具現される利害は疑いもなく一般化可能である。衝突の予測可能
性にも係わらず、我々はこの二つの規範を無効なものとは見なさない、両
者の規範の一つの妥当性に関する討議が、衝突可能性の故に反対の結論を
導き出したりすれば奇妙に感じるであろう。
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　例えば「貴方にとって有利である限り、約束をまもらなくてもいい」と
いう規範の妥当性を吟味するときは、事情は違う。この場合においても、
一般的規範順守の効果が一般化可能な利害に、例えば約束の尊重を信頼
する者の利害を侵害することは、簡単に予見できる。しかし前者の場合と
違って、我々はこのような衝突を規範の一般化可能性、従ってその妥当性
を否定する根拠として認めるであろう。両者の場合に一般的規範順守の予
見可能な結果と付随効果が他人の一般化可能な利害と衝突するにも係わら
ず、我々はそれぞれの異なった結論に達する。前者の場合に、我々はその
衝突にも係わらず規範を妥当するものとして見なし、後者の場合に、それ
を妥当するものとして見なさない。
　予見可能な衝突事案のこのような異なった取り扱いの理由は明白であ
る。前者の場合には、それぞれ一般化可能な二つの規範が衝突する。後者
の場合には、明らかに衝突する二つの規範の一つのみが関与者にとって一
般化可能なのである。この相違から見れば、前者の衝突ではなく、後者の
衝突のみが規範の妥当性に関する論証にとって重要であるということを、
我々は容易に推測てきる。規範が適用されている際に予見可能な利害衝
突の指摘が、両者の場合にそれぞれ異なっている語用論的役割をはたして
いることで、我々はこの相違を討議論的に説明できる。前者の場合、適用
状況の全てのメルクマールの考慮過程においてパースペクテイヴの転換が
行われる。討議の参加者は、どのような一般化可能な利害が規範の適用の
結果として侵害されうるかを確定するために、彼らが現に直面する状況を
引き合いにだす。誠実さの要請と救助義務が衝突するこの状況とは無関係
に、他の一般化可能な規範の衝突が考えられる。しかし、あり得る衝突事
案の原則的に制限されていない予見は、誠実さの要請を妥当しない規範と
して無視する根拠を、我々に与えはしない。
　それに対して後者の場合には、すべての状況に同様に係わっている利
害が専ら問題となる。約束を破る許可が使用されるすべての状況において
は、約束の尊重を信頼するものの利害は侵害される。この場合には、討議
の参加者が現に直面する、あるいは将来に直面するであろう状況とは無関
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係に、我々は侵害された利害を特定できる。参加者は互いに、すべての適
用状況において変更しない事情の下で一般的規範順守から生ずる効果のみ
を考慮すれば良い。全ての状況において変更しない事情の下で共通の利害
が既に侵害されるなら、当該規範は妥当し得ない。即ち、この場合、衝突
する二つの利害の一つのみが一般化し得るものである。パースペクティヴ
転換の下で討議の参加者は Yesか Noかの判断をせざるを得ない。以下私
はこの種の衝突を内的衝突、それに対して前者の衝突を外的衝突と呼びた
い。内的衝突は規範の妥当性に係わる。内的衝突は、実際の適用状況とは
無関係で特定し得るものである。それに対して、外的衝突は適用状況にお
いてのみ特定し得るものであ
（娃）
る。
　もし規範妥当性と衝突に対する態度の関係に関するこの説明が正しけ
れば、我々は救助義務と誠実さの要請を―この規範が衝突し得る状況が
存在することを我々は知っているにも係わらず―妥当する規範として認
め得る。この事情は妥当性にとって重要ではない。誰かが救助を必要とす
る全ての状況には、我々は同時に約束を守らなければならないことではな
い。そして約束を守らなければならない全ての状況には、我々は同時に救
助義務を有することではない。それ故、救助を必要とするものも、約束尊
重の利害を有すると、我々は論証できる。反対もそうである。
２.　規範の妥当性と適切性
　たとえ外的衝突が規範の妥当性に関する論証にとって重要ではなくて
も、それらが道徳的に重要でないという結論をここから引き出すことは
不可能である。この結論は明らかに我々の道徳的直感と矛盾するであろ
う。特に道徳的に複合的状況において我々は前者の（内的）衝突を解決し
なければならないことが多いという推測は正しいからであ
（阿）
る。 全ての適用
状況において変更しない事情と関連付け得ない利害が衝突の場合に侵害す
れば良いということは、けして規範の妥当性に関する討議の結論であり得
ない。よく使われている次の事案を例として上げる。Xなる人物が友人ス
ミスの晩餐会に出席することを約束した直後に、友人ジョーンスが重病で
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緊急に救助を求めているという連絡があった。これは、約束を守らなけれ
ばならないという規範の妥当性に関する討議において、我々は予見できる
ような状況である。しかしながら、討議において、救助の義務との予見可
能な衝突が故に、この規範が妥当しないという結論にはいたらないと同様
に、我々は具体的状況に鑑みて、誠実さの要請の妥当な規範の適用から、
この場合救助を控える義務が生ずるという論拠も認めないであろう。
　妥当性に関する討議のなかで前提された事情と異なった事情が存在しな
い場合にのみ、この論拠は説得力を持つであろう。しかし、この場合はそ
うではない。他方、以前に説明された前提に従って、妥当性に関する討議
の規則は、根拠づけの際、全ての適用状況において異なっている「他の」
事情を考慮することを命じていない。妥当性は、変更しない事情の下での
一般的規範順守が共通の利害であるということにのみ依拠するが故に、利
用された状況記述をこの状況へ限定するのは十分である。即ち、変更する
事情に照らして状況記述が完全である必要はない。
　規範適用の際、我々はこのような選択的状況解釈に依拠すれば、我々
は、我々の道徳的直感に明白に矛盾する結論に達する。Xが、援助しな
かった理由に、約束尊守の命令を上げるとすれば、彼は、妥当性に関す
る討議において前提された状況断面のみを重視したということになるだろ
う。つまりそれは、約束を頼りにしている者に、彼は約束を与えたという
状況断面である。彼の友人ジョーンズの、同様に一般化できる援助を受け
る利害は、適用状況の全てのメルクマールを考慮しなければならないとい
う道徳的義務が存在する場合に初めて重要となるであろう。非党派性の理
念からこのような義務が生ずるのは、明白である。しかし、完全な規範の
理想を持ち出すことなく、いかにしてこの義務を根拠され得るかは明白で
はない。
　もし我々は妥当性の概念を、変化しない事情の下での利害考慮の相関性
へ限定するならば、この概念には、全ての事情の下での規範の適用の適切
性が最早含み込まれていない。行為状況に照らして妥当する規範は、一応
適用しかされ得ない。規範が前提とする事情が適用状況に包含されている
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場合には、それは常にそうである。しかしこの場合、全ての状況に変更す
る事情を考慮する完全な状況記述によって、我々は変更しない事情を補充
しなければならない。妥当性に関する討議が、その定義からして、この課
題を果たし得ないから、以下「適用討議」と名づけられている、独自の討
議が必要である。この討議に参加すると、我々は規範の妥当性によって前
提されている観点を、全ての状況に変更しない事情へ拡大しなければなら
ない。適用討議において妥当する規範は、「今は pをすべき」という個別
規範を正当化するための一応妥当する根拠の役割しか果たさない。どうい
う根拠が決定的であるかを、関係者は、彼らが完全な状況記述に基づいて
全ての重要な「一応の」根拠を取り上げた後で、知っている。この原理に
照らして、ジョーンズが援助を必要とするから、援助を与える義務を我々
は無視できないという反論は論拠の機能を果たす。しかしながら、この論
拠は最早衝突する規範にではなく、状況の全ての事情の考慮の下での適切
性に係わるのである。
　個々の適用状況の全ての事情を考慮しなければならないという要求を二
分化することによって、我々は完全な規範の理想を間接的に実現する。即
ち、我々はある時点で全ての個々の適用状況の全ての事情ではなく、我々
は当該適用状況において特定の時点で全ての事情を予想する。そうするこ
とによって、規範が若干の状況において他の妥当する規範と衝突すること
を我々は知っているにも係わらず、我々は若干の規範を妥当するものとし
て見なすという問題は解消される。もし我々は妥当性の概念を規範によっ
て変更しないものとして前提されている事情へ限定するならば、注目を集
める衝突事案の場合に、一応適用可能な規範の妥当性ではなく、その適切
性が重要であることが明らかになる。完全な規範の理想は、適切性の概念
を妥当性の概念に誤って包摂する。妥当性と適切性のこのような概念上の
区別は、妥当性討議の場合、我々は無制限の知と限定されていない時間の
非現実的前提を放棄できるという望ましい付随効果を齎す。変更しない事
情の下で一般的規範順守からいかなる結果と付随効果が生ずるかは、通常
は限定されている時間に既存の知に基づいて確定され得る。
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３.　妥当する規範の一応の適用可能性
　この節の最後に、以上の再構築提案に対してなされ得る若干の反論に、
私は簡単に答えたい。その第一は一応適用可能な規範の拘束力と「規範
性」（a）、その第二は適用討議の名目上の不必要性（b）、その第三は根拠
づけと適用の循環的関係の危機（c）に係わる。
　a）妥当する規範が一応適用可能であるということは、適用の際実践理
性が役立たないということを意味するものではない。即ち、我々が完全な
規範の理想を志向すれば、一応適用可能性が合理的意味をもつことが明ら
かになる。適用討議の参加者は、一応適用可能な規範を個別判断を正当
化するための根拠として認める義務がある。一応の適用可能性の留保は、
逆に個別判断を正当化する際、妥当する規範が適用可能であることを引き
合いに出すのは十分ではないということのみを意味する。このような根拠
を引き合いに出すものは、必要の場合にこの根拠がこの状況において全て
の他の一応適用可能な規範と両立し得ることを示さなければならない。一
応の適用可能性の留保は、討議の参加者に相互の論証負担を課す。それに
従って参加者は、完全な状況記述に適用可能な妥当する根拠の制限や放棄
を根拠づける義務があ
（哀）
る。
　b）そのつど我々がおかれている状況に我々は根拠付け討議を直接に関
連づけられるが故に、妥当性と適切性を区別することは無意味であるとい
うのが第二の反論である。この場合、適用状況の完全な記述に含まれてい
る全ての事情は、提案者がこの状況に持ち出す規範の変更しない事情に属
することになる。しかし、この反論は、「完全な規範」の疑問視されてい
る理想の単なる裏返しになる。即ち、規範の妥当性は、その適切性によっ
て吸収されることになってしまう。全ての適用状況において妥当し、明確
に適用可能である完全な規範の代わりに、我々はただ一つの状況において
「妥当」する特別規範しか利用できないことになる。しかし、完全な規範
の理想のそうした裏返しは、我々が妥当する規範を一応適用可能な根拠と
して最早前提とすることのできないが故に、我々は全ての状況において道
徳的白紙状態に直面するという短所がある。全ての状況において、妥当す
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る複数の一応適用可能な規範が存在するが、唯一の適切な規範しか存在し
ないということを我々は前提とするならば、この短所はなくなる。
　妥当する規範の一応の適用可能性は、妥当する規範が道徳的に重要で
はない、そして妥当性に関する討議が不必要なテスト手続であるというこ
とを決して意味はしない。いかなる根拠が決定的であるかを、我々は適用
討議において初めて確認できる場合にも、我々は規範的根拠の妥当性に関
する検査手続を必要とする。上に説明したように、提案された規範が本当
に共通の利害を表現するかを、我々は妥当性に関する討議において検討す
る。変更しない事情の下で承認できないものは、我々の理性関心とは矛盾
する。適用討議について言えば、それは次のことを意味する。即ち、我々
の理性関心とは矛盾するものは、適用討議において一応の根拠として利用
されてはいけないと。
　c）第三に、妥当性と適切性の区別は循環論法によってのみ可能である
という反論もなされている。根拠付討議においても、規範の命題的内容を
理解し得るために、我々はその規範を少なくとも仮説的に状況に適用しな
ければならないとの指摘がある。しかし、この場合、我々は適用討議に
初めてなされるべき解釈を、仮説的適用の際にも、既になさなければなら
ないか否か問わなければならない。従って、所与の状況における一応妥当
する規範の確認は既に、適用討議に明白になされている解釈が少なくとも
暗黙に前提されているかどうかは、ここで提案された適用討議の概念を、
我々は吟味しなければならない。
　根拠付け討議の参加者も、規則に従うことは何を意味するかを知らな
ければならない。しかし、仮説的適用の場合に、参加者が規範表現を同一
の意味で利用することに合意するのは十分である。それは、我々が根拠付
け討議において論証する同一の命題的内容でなければならない。それに対
して、全ての衝突事案を考慮するために、仮説的に導入された適用状況が
完全に定義されているかは重要ではない。むしろ、規範表現の同義的利用
は、根拠付け討議の目的を達成されうる最低限の前提条件である。即ち、
当該規範が共通の利害を考慮するかを、参加者は共同で確認しようとす
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る。この場合に、我々はこのような規範が絶対に無効であるか、あるいは
一応適用可能であるかを判断できる。
　しかし逆に、規範が一応適用可能であるかを判断するために、我々は
適用討議を開始するときに、すでに妥当する規範を「適用」しなければな
らないことは問題である。妥当する規範が「S」の状況に一応適用可能で
あることについて判断するために、我々は少なくとも暗黙のうちに適用を
行わなければならなかった。しかし、この予めに行われた適用によって、
適用討議は決して無用ではない。我々の一応の適用が依拠する解釈や意味
規則は、完全な状況解釈に基づいて正当化されうるかは、我々は初めて適
用討議において確認できる。適用討議は、この一応の適用の反省形態であ
る。
　今まで、討議理論の観点から、妥当する規範とその適切な適用を区別し
なければならないということのみを、私は示した。しかし、我々はいかな
る基準に基づいて規範適用の非党派性について判断するし、その際、我々
がいかなる論拠を利用するかは、まだ明らかになっていない。
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Ⅱ.　妥当する規範の首尾一貫したシステムの理想
　適用討議は、個別的判断を正当化するために、我々が一応の根拠として
利用する規範そのものが妥当するということを前提とする。適用討議の参
加者は、予め妥当する規範的根拠の特定量を共有する。彼らはすでに、根
拠が承認に値することを確定したし、そして変化しない事情を考慮しなが
ら、合理的洞察に基づいて、なにをすべきか、なにをすべきではないかに
ついて合意している。彼らが妥当する規範の同一のシステムを共有してい
るため、道徳的個別判断の正統化が問題になるとき、適用討議においてど
のような根拠が妥当するものとして前提され、それ故に一応適用可能な規
範として考慮されねばならないことを、暗黙のうちに確定しているのであ
る。首尾一貫性のモデルもそれに依拠する、規範と原理の「所与性」の意
味するところは、これ以外ではない。
　適用討議の場合、規範を主題化する観点が変化する。規範の妥当性で
はなく、規範の状況関連が問題なのである。どの規範がある状況におい
て適切であるかは、討議の参加者が全ての一応適用可能な規範を完全な状
況記述と関連づけれらたときに、初めて確定される。その際、討議の参加
者が先ず完全な状況記述を利用できるか、ついで全ての一応適用可能な規
範を知っているか、あるいは状況記述が適用可能な規範の前理解「に照ら
して」成立したかは、さして重要ではない。解釈学的循環論法の問題を、
我々はここで度外視することがてきる。適用状況において一応適用可能な
規範がどの規範と衝突されるかは、参加者が状況記述の全ての重要なメル
クマールを適用可能な規範と関連づけたときに初めて知っている。
１.　選択行為
　従って、一応適用可能な規範の提案者は、彼の個別的判断が依拠する
規範の妥当性ではなく、規範の適用の適切性を主張する。この状況におい
て反論者は、規範的根拠それ自体が承認に値することではなく、根拠が個
別的判断を維持する力を疑問視する。我々の事案において、全ての参加者
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は誠実さの命令の妥当性を否定しない。しかし、Xがスミスのパーティに
出席すべきという個別的判断は、この状況においてこの規範によって適切
に正当化されうるかは、不明確である。単純な解釈を利用すると、我々は
この問題の重要性を十分に評価できない。「貴方は（今ここで）pをしな
ければならない」という個別的判断は、簡単に「Sの状況において pをし
なければならない」という規範と「Sが存在する」という確定によって正
当化される。しかし、この図式を我々の単純な事案に適合することによっ
て、この状況において Xがスミスのパーティに出席しなければならない
という結論を出す場合に、誠実さの命令が正しく適用されたことを疑問す
るであろうということが明確になる。
　規範および状況記述に使われている「S」の意味の同一性が前提されて
いるため、この単純な図式は説得力をもつ。しかし、この意味の同一性は
最初から存在しない。それはむしろ、我々が規範を「解釈」し、他のメル
クマールに対して適用状況の特定のメルクマールを「重要な」ものとして
特徴づける過程の結果である。我々はこの選択行為も批判できる。例えば
反論者は、「貴方はなぜ状況のこの事情をのみ注視するか、他の事情を無
視するのか」を問う可能性がある。我々の事案の場合に、Xが友人を助け
る状況の側面ではなく．スミスにパーティに出席することを約束したとい
う状況の側面のみを「重要」と見なしているかを問う可能性がある。誠実
さの命令に照らして、この問いに答えるのは不可能である。Xがスミスに
対する受諾が約束であり、この解釈が根拠に基づいても正当化できること
を説明しながら、誠実さの命令を定義しようとしても不十分である。「約
束を守らなければならない」という規範は、原理によってあるいは妥当
性討議において根拠づけれらるという主張も不十分である。このような正
当化は、すでに選択された状況解釈を前提としている。このような正当化
と、援助を命令する、一応適用可能な規範を関連づけることは不可能であ
る。我々の規範理解を前提とするではなく、それを主題化するときに初め
て、我々は適用状況において衝突する規範を認識する。規範解釈を選択行
為として主題化しうるために、完全な状況解釈が必要である。
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２.　選択規則と語用規則
　それ故我々は、規範解釈過程において既に規範適用の際、状況の全ての
メルクマールを考慮するという原理に従わなければならない。これに対し
て、規範の解釈による意味の確定と状況のメルクマールの選択は別のこと
であるという批判は可能であろう。話し手と聞き手が規範を正しく理解す
るかは、我々は適用状況とは無関係に吟味できる。規範を構成する用語の
適用規則が同時に状況に対する規範の適用の選択規則である場合において
も、我々はこの二つの規則を異なる基準を基に判断する。しかしながら、
規範を適用する際全ての状況メルクマールを考慮するという原理は、決し
て状況に依存する意味形成の理論を必要としないというのが、この反論へ
の返答となろう。語用規則の確定に関する討議が他の一応適用可能な規範
との全ての外的衝突を考慮しなければならないということのみが要求され
ている。選択規則としての語用規則の性質が主題化されうる場合にのみ、
我々はこの要求を満たすことができる。なぜなら、この場合にのみ、外
的に衝突する規範は、一応適用可能な規範として特定することが可能であ
る。しかし、選択規則としての語用規則の主題化は、完全な状況解釈を前
提とする。
　いかなる解釈が状況記述と一致し、この解釈をいかに正統化しうるかと
いう問題は従って、他の一応適用可能な規範の考慮から切り離してはなら
ないのである。我々が何故この事情を考慮し、他の事情を考慮しないかと
いう反論者の問いに、他の事情が「重要ではない」と答えるときに、我々
は明らかに以上の区別をつけない。従って、他の規範の考慮は予め我々の
解釈に入り込んでいる。解釈学においてこれは「前理解」と名付けられて
いるのであり、そして科学論はこれを「発見の文脈」に属させる。ここで
導入された適切性の概念に基づいて、我々は少なくともこの問題の一つの
側面を合理的に再構築できるというのが、私のテーゼである。即ち、解釈
の選択性は正当化を必要とし、適用討議において正当化可能なのである。
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３.　首尾一貫した解釈
　しかし、我々が規範を適用する際、同時に状況に適用可能な全ての他の
規範を考慮することは、いかに可能であろうか。私は我々の単純な事案に
もどる。
（N1） 友人ジョーンスを助けなければならない
という個別的判断のために複数の正当化が考えられるが、その一つのみが
適切性の基準に適う。この個別的判断を
（NI） 窮地にある友人を助けなければならない
という規範に基づいて正統化することは可能である。それは前述の図式
に相応するのである。即ち、「Sにおいて pをしなければならない」とい
う規範と「Sが存在する」という確定から、「今ここで pをしなければな
らない」という個別的判断が生ずる。その上、個別的判断の正当化は、そ
の一般的承認に値することをだれでも疑問視しない妥当する規範に依拠す
る。しかし、この個別的判断が規範の適切な適用に依拠するかを確定する
ために、より複雑な正当化が必要である。妥当する規範として（N1）は
一応のみ適用可能である。それ故、提案者が他の、当該状況においても一
応適用可能である
（NII） 約束をまもらなければならない
という規範になぜ従わないかを、反論者が質問する可能性がある。一応
の留保が故に、我々は状況の全てのメルクマールを考慮しなければなら
ないからして、この一応適用可能な規範も適用討議の対象とならなけれ
ばならない。この規範もそれ自体妥当するものであり、我々は（NI）に
従うならば、当該状況において侵害されることになる。（NI）の適用の適
切性を証明しようとする提案者は、いまや論証の義務をもっている。彼が
（NII）が無効であることを主張できないから、彼はいかなる条件の下で
衝突する（NI）と（NII）の規範が当該状況において両立しうるかを示さ
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ざるをえない。この段階において完全な状況記述に適用可能な規範の首尾
一貫した解釈が始まる。我々の単純な事案の場合に、この解釈の結果を先
取るのは難しくない。その結果は例えばこうである。
（NIII） 突然に窮地にあったものを助けるためには、重要でない約束を守
る必要はない。
　我々の事案の場合に、（NIII）は、ジョーンスを助けなければならない
という個別的規範（N1）の唯一適切な正当化である。しかし、この直感
的に説得力のある結果は、いかに首尾一貫した解釈によって根拠づけうる
のであろうか。
　この問いに答えるために、私はもう一つの直感を利用する。我々の単純
な事案に関する結果からして、約束を守らなければならないという命令の
意味には、当該状況において我々は当然ながら援助義務を優先しなければ
ならないということが含まれているといわざるをえない。しかし、道徳的
に復元的な状況の場合、我々はこの確信をたまにしかもっていない。
　この問題を解決するために、数多くの学者は、衝突する規範や利害を
「考量する」ことを提案し
（愛）
た。 しかし、これらの提案は、規範や原理が価
値や財と同一なものであり、少なくとも価値や財へ転換されうるものであ
るということを前提とする。価値や財のみが少なくとも隠喩的意味におい
て測定されうるものである。その結果、価値や財を考量すること、そうす
ることによって衝突する価値の一つを優先することが可能である。我々の
関連で以上の見解に関する議論は不可能である。しかし、規範的命題と評
価的命題の区別を放棄する必要がないということを、私はここで強調した
い。
　この選択肢を認めない場合、次の解決方法しか残らない。即ち、もし X
が誠実さの要請も援助の要請も承認するならば、ジョーンスを助けるとい
う個別的判断が状況に適切である規範として正当化しうるように、いかな
る他の原理に基づいてこの両方の要請を両立させられるのかを、示さなけ
ればならない。この場合、誠実さに対して援助の要請を優先することは、
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選好判断や財の考量の結果ではなく、全ての適用可能な原理の最善の理論
の結果であろ
（挨）
う。この理論はこの原理の意味を包括的に説明しなければな
らないであろう。優先関係を命令する規範は、全ての可能性に照らして競
合する目的の最善の実現としてではなく、全ての事情の考慮の下での、こ
の２つの原理の規範的意味の最善の実現として見なさなければならない。
　このモデルに対して２つの批判は可能である。a）衝突する規範の首尾
一貫した解釈は、道徳的に行為する主体の判断の自己完結性の問題でしか
ない。この問題を解決するために討議を行う必要がない。b）複数の原理
を序列する秩序の再構築としての首尾一貫した解釈は、新しい規範の構築
と根拠付けを必要とする妥当要求の導入なくして不可能である。従って、
以上になされた妥当性と適切性の区別は余計である。しかし、この反論は
根拠がない。
　a）首尾一貫性のモデルは規範の適切な適用を孤立した行為者の問題と
して取り扱う印象を与えるように見える。しかし、この印象は表面的にの
み正しい。勿論、個々の道徳的行為者は、ある状況において他の原理を無
視しながら特定の原理に従おうとする場合に、常に自分に対して自分の判
断を吟味しなければならない。Xが誠実さの要請および援助の要請を妥当
する規範として承認する場合、根拠を提出せずに約束を守るためにスミス
のパーティに出席すると、彼は首尾一貫した態度を取らないことになる。
個別的事案において衝突する原理を完結的な理論として秩序づけるとい
う原理の道徳的根拠は、道徳的に行為する人格の内的判断の無矛盾性の問
題を解決することに見いだすことではない。我々がパースペクティヴを拡
大すると、そのことは明らかになる。即ち、妥当する規範の場合、我々は
少なくとも、それらが全ての関与者に共有されている規範であることを前
提することができる。しかし、外的衝突の場合、我々は妥当する規範を承
認しないから、全ての個人が一般的に承認された、妥当する規範に基づい
て状況 Sに適切なものは何であるかについて異なっている判断に達する
ことを、我々は否定できな
（姶）
い。 参加者が一応の根拠として適用討議に利用
する、妥当するものとして承認された規範に関する合意に達するという前
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提の下で、完結な理論は参加者の共通の営みの結果としてのみ正当化され
うる。適用討議の参加者は、妥当する原理や規範を共有する人格として相
互に尊重する。この尊重は、完結な理論が共通に求められている時に、あ
る状況において衝突する全ての原理が考慮されている場合にのみ明確な形
をとる。そうでない場合、我々は考慮の対象にならなかった参加者に対し
て任意的に行為し、共有された原理を一方的で党派的に適用することにな
る。　
　b）外的衝突の問題を解決するための提案によって根拠づけ討議と適用
討議の区別が再びなくなるという批判も可能である。完結な理論を再構築
する際、我々は、共有された妥当な規範の特定量に属しない、新しい規範
を発見し、構築することを避けなければならない。構築なくして再構築は
不可能である。従って、発見された規範を、構築すべき完結な理論を支え
る正当な要素として承認しうる前に、繰り換えして新しい根拠付け討議を
行わなければならないという批判。しかし、共有された、妥当なものとし
て承認された規範と原理に基づく、その意味の枠を超えない解釈がなされ
ているかぎり、この批判は当たらない。この枠の中、我々は衝突する規範
の理想的で首尾一貫した体系を構築しようとする。我々が構築しようとす
る理想的体系を支えるために利用された全ての新しい規範は、共通で妥当
するものとして承認された規範の特定量に属するものである。規範がその
特定量に属しないことを判断するための基準は、首尾一貫した解釈の外に
は存在しない。新しい規範が最早この体系に属しないということを、参加
者のみが判断することができる。この規範の妥当要求が問題になる場合、
規範が一般的利害を表現し、妥当するものとして承認された規範の特定量
に属すべきかを、参加者は根拠づけ討議において決めることができる。
４.　首尾一貫した解釈のパラダイム
　このように、完全な規範の理想と結びついている理念に、我々は再構
築的に接近した。即ち、全ての可能な個別的適用事案において我々が規範
の一般的順守を正当化しうる場合に初めて、規範の妥当性と適切性は一致
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する。ここで提案された手続きに従って、我々は、無尽蔵の知と無制限の
時間の前提の下で討議において適用状況を予測しうるかのごとく、規範を
適用しなければならない。それは、規範がこの状況において唯一適切であ
るという判断の意味である。しかし、我々が全ての適用状況の変更しない
事情のみを考慮するから、我々は根拠づけ討議においてこの要求を満たし
えない。他方、我々が正当化なしにある状況の特定の側面を一方的に考慮
しながら、規範を適用する際、非党派性の理念を損ないたくなければ、こ
の要求を無視することができない。非党派性の理念と結びついているこの
要求を満たすことは、時間軸の上に適用討議に移される。若干の状況にお
いて規範 NIが規範 NIIと衝突する可能性があるということを知っている
にもかかわらず、我々は規範 NIを妥当するものとして見なす場合、我々
は、全ての妥当する規範が最終的には全ての適用状況において唯一適切な
解答を可能ならしめる理想的で首尾一貫した体系を反事実的に前提する。
換言すれば、実践理性は自分に対する矛盾を起こさない。適用討議は、
我々が全ての妥当する規範によって提起する要求を満たしようとする手続
きなのである。
　勿論、全ての妥当する規範の首尾一貫した体系の理念を実現するのは不
可能である。衝突可能な規範の図式を変化する完全な解釈の全ての適用状
況において、我々はこの体系を構築する。全ての妥当する規範がある状況
において全ての他の適用可能な規範による首尾一貫した補充を必要とする
ならば、その意味は全ての状況において変わる。それ故、我々は歴史に依
存する。なぜなら、歴史は全ての妥当する規範全体の異なっている解釈を
必要とする、予測不可能な状況を作り出すからである。
　観察者の観点からこのモデルは、構成員によってほぼ承認され、個々
の適用状況において共通の再構築的努力の結果として適切な解決を可能
ならしめる形で秩序づけられている、序列されていない妥当する原理から
なる生活形態を構成する。内的観点から見れば、根拠づけ討議のみが非党
派性原理の妥当性の側面を強調するが、全ての可能な外的衝突のための首
尾一貫した原理の特定量を創出することができない。適用討議は非党派的
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適用の観点を強調するが、ある状況の全てのメルクマールの完全な考慮の
みを求める。この状況の下で、我々の行為の道徳的志向は明らかに困難で
ある。しかし、我々はこの理想の代りに、我々が今ここで妥当するものと
して見なす規範を序列する「パラダイム」や図式を利用する。以上に明ら
かになったように、このような秩序が可能な適用状況との関連でのみ構築
されうるものであるから、このパラダイムは特殊の状況の一般化された解
釈によって構成されている。我々が典型的で期待しうる衝突事案を解決す
る場合、我々は通常はこのような多かれ少なかれ体系化された秩序を援用
する。この秩序は、我々のその都度の状況評価およびそれに対応する道徳
的な一応の判断を包含する背景文脈を形成する。他の文化的志向知と並ん
で、このパラダイムは、我々がその都度におかれている生活形態の一部で
ある。従って、それぞれの近代的生活形態は、自由と平等の序列関係の問
題を独自の形で解決した。その際、当該パラダイムが変化不可能であり、
全ての衝突事案の場合に常にただ一つの解決を規定するということを、
我々は決して主張することができない。パラダイムが特定の社会的実践
の参加者に対して、全ての道徳的に重要な状況において適用討議によって
適切に完全な状況解釈に適用されなければならない原理の序列されていな
い、一応にのみ適用可能な全体に基づいてのみ判断することを要求しない
から、パラダイムは勿論偏見、歪曲された状況評価および妥当する規範の
党派的で一方的適用の源泉でもある。この消極的結果が固定化されえない
ために、パラダイムは全ての生活形態とは無関係に、非党派性の二つの側
面に関して批判可能でありつづけなければならない。即ち、変化した利害
状況において利害考慮の相関性が最早維持されえなくなつている場合に、
それは個々の規範の妥当性の側面、また、一般化された状況解釈が最早完
全な状況解釈と一致しない場合に、それは個々の規範の首尾一貫した関係
の側面である。
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Ⅲ.　法理論の首尾一貫性原理を解釈するための提案　
　社会に、適切な適用を可能にするために、共有された妥当する原理全
体と一般化された状況解釈を結合する図式やパラダイムが形成されること
は、行為状況の事情で説明される。規範の適用もまた限られた時間と不完
全な知の条件の下でなされねばならない。その結果、関与者が全ての状況
において新たに適用討議を開始することができない。しかし、道徳的「制
度」は、判断を必要とする状況において限られた時間と不完全な知の圧力
によってのみ成立するわけではない。行為状況は「二重の偶然性」のメル
クマールによっても特徴づけられている。即ち、他者は、私が共有された
妥当する規範および原理全体を実際に順守することを予測てきなければな
らない。そうでない場合には、妥当する適切な規範に基づいて自分の行為
を合理的に動機づけることを、他者から要求するのは不可能である。従っ
て、討議倫理の道徳原理から、実際の一般的な規範順守を保障するため
に、経験的判断形成を促進する手段を利用する容認を導きだされる。
　ある規範が実定的に妥当することがある時点でどこかで規定された場
合、妥当する規範がいかなる状況において、いかなる名宛人によって、ど
ういう形で適用すべきかについて個別的判断がなされうる場合、個別的判
断を実際に順守することの動機が経験的に成立させうる場合にのみ、我々
は規範の実際の順守を期待することができる。限られた時間、知の不完全
性と行為者の間の二重の偶然性は法体系の制度化を生起させる。
　勿論、規範制定、規範適用、執行のそれぞれのレベルで判断を生ぜし
めうるメカニズムは、道徳原理の手続き的内容を吸収してはいけない。道
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徳的規範および判断と異なり、実定的に妥当する法規範や拘束力をもつ判
決は、個々人が合理的動機からのみそれらを順守することを要求しない。
しかし、実定的に妥当する法規範や拘束力をもつ判決は、合理的に動機
づけられた承認や順守を度外視してはいけない。個々人が道徳的論証に基
づいて、規範の妥当性および適切性を承認するために良き根拠が存在する
という結論に達しうる場合にのみ、それはそうではない。それ故、規範制
定および規範適用の制度化された手続きは、規範の妥当性や適切性に関す
る道徳的論証を度外視してはいけない。それはどういうふうに可能になる
かは、以下で法律的適用討議に関して明らかにしたい。そのために先ず、
法律的論証の特徴を道徳的適用討議の特殊のケースとして、それは一般
的・実践的討議の特殊のケースであるというテーゼから区別することが必
要である。
１.　アレクシーの特殊ケースのテーゼへの批判　
　アレクシーによれば、「妥当する法秩序の枠における理性的根拠付け」
の目的は、法律的論証を特徴づけ
（逢）
る。この制度的制限は、また実践的討議
において根拠づけが可能である。一般的・実践的討議の規則および形態が
数多くの場合に結果を生み出さない、そして結果を生み出すならば、最終
的な確実さを保障しない判断手続きを規定するから、この制限が必要であ
る。このような「不安定性の空間」において社会は自分の「判断需要」を
充足できない。「この状況および実際に存在する判断需要から見れば、討
議的に可能なものの枠をできるだけ合理的形で制限する手続きについて合
意を求めるのは、理性的であり、実践的討議において根拠づけることが可
能であ
（葵）
る」。それ故、益々制限された条件の下で判断を産出しうる、立法
および裁判所による法適用の手続きを制度化するのが、理性的である。法
律的論証は所与の法規範と裁判所の個別的事案の判断の中間にある。
　しかし、一般的・実践的討議を制限する必要性は、それらが構造的理
由により明確な判断を提供できないという論拠に基づいて討議倫理的に根
拠づけられうるかは、問題である。実践的討議は原理的には明確な解答を
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産出しなければならない。そうでなければ、討議倫理的な普遍化可能性の
原理を道徳原理として根拠づけるのは、無意味であろう。合理的・実践的
論証の理想化された前提が行為要求や判断要求の現実的条件のもとでも充
たし得るか否かは、別の問題である。アレクシーが指摘した「不安定性の
空間」は、我々が討議と社会の実際の判断需要を対比させる時に初めて克
服されうる。しかし、この空間は何よりも先ず討議の構造自体に含まれて
いない三つのファクターによって成立する。即ち、我々は合理的論証の前
提に基づいてだけではなく、限られた時間、不完全な知、二重の偶然性に
よっても特徴づけられている条件の下で判断を産出しなければならない。
　アレクシーによれば、この制限にもかかわらず、法律的論証と一般
的・実践的討議の間に部分的一致と構造的一致が存在する。法律的論証
においても根拠が実践的正当性をもつことが要求され、その結果、この２
つの論証様式は「部分的に一致」するとされている。しかも、一般的・実
践的討議の構成要素である若干の原理、規則、論拠形態は、法律的論証に
も利用され、その結果、この関連で「構造的一致」も見いだされう
（茜）
る。以
下、私は（a） 法律的論拠を特徴づけている（討議倫理の意味における）
実践的正当性の要求ではないこと、（b）一般的・実践的討議のために必要
であるだけではなく、十分である規則および形式が法律的論証において
―正当にも―利用されていないことを示したい。それ故、アレクシー
が内的正当化と外的正当化として提案した法律的論証の討議性を別の形で
根拠づけることが必要となる。何故、法律的論証が討議として制限された
条件の下でなさなければならないことを、根拠づけと適用のもう一つの分
化によって初めて根拠づけられうるということは、私のテーゼである。
　a） 規範的命題の正当性に関する要求は、法律的論証において、その命
題が「絶対に理性的であるにではなく、それが妥当する法秩序の枠で理性
的に根拠づけられうる」ことに係わってい
（穐）
る。それに対して、討議倫理の
意味における実践的正当性の要求は、規範の妥当性や規範が一般的に承認
に値することに係わっている。実践的討議において規範が論拠として利用
されていることが可能であるが、その妥当要求は仮想化される。上にすで
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に説明したように、問題視される規範が一般的で相互の利害を表現するか
を、討議において初めて確かめられねばならないのである。
　この意味で、妥当する法秩序の枠で規範解釈およびその根拠づけとし
て機能する規範的命題は同時に実践的正当性の要求を出せない。「妥当す
る法秩序の枠での理性的根拠づけ」は―その定義からして―妥当性
の根拠づけではない。むしろ、規範や法秩序全体の妥当性は、法律的論証
において前提されている。アレクシーが提案した規則 J.2.1.と J.2.2.に従
えば、内的正当化は前提された普遍的に妥当する規則から出発す
（悪）
る。しか
し、そうすることによって、妥当性の討議の本質的な要素、つまり全ての
関与者の利害の相互の考慮が前提されている。もし法律的論証が規則の妥
当性を前提とするならば、法律的論拠は、問題となる規範の妥当性に係わ
る論拠と同様な要求をなすことができない。そうでない場合には、我々は
常に規範についてではなく、その解釈について討議するであろう。実践的
に正しい規範の解釈の実践的正当性を根拠づけるのは、無意味である。こ
の場合に少なくとも、規範と比べて解釈に実践的正当性がどの程度「もっ
と」含まれていることを証明しなければならないであろう。それ故、アレ
クシーのモデルは、規範とその解釈の区別をなくす危険に直面する。一般
的・実践的討議において「問題となる規範的命題が絶対に」理性的でなけ
ればならないが、法律的論証において「妥当する法秩序の枠で」のみ根拠
づけられうることを認めることによって、アレクシーはこの危険を認識し
てい
（握）
る。 討議倫理において「妥当性」が全ての関与者にとって絶対に承認
に値すること以外を意味しないから、「絶対」は問題の核心である。この
場合に、妥当する法秩序の「枠」における根拠づけは、通常の妥当性の根
拠づけでしかないことになる。「法律的判断の無制限の理性性が……立法
の理性性」を前提とすることを、アレクシーも認める。従って、法律的論
証は一般的・実践的討議の特殊なケースではなく、別の討議に属すること
になる。即ち、アレクシーは法律的論証の論理を根拠づけのモデルに従っ
て構築する。
　b）しかし、我々は法律的論証を根拠づけの討議として構築すると、法
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特殊的制限は討議性の喪失を意味する。そのことは、アレクシーが主張す
る両種の討議の「規則や形態の構造的一致」によって明らかになる。アレ
クシーが提案する全ての規則と形態は、一般的・実践的討議の論証規則と
して構成的な討議倫理的普遍化可能性の原理の関連が欠如している。
　そのことは先ず、アレクシーによれば、へーアの解釈による意味論的普
遍化可能性の原理（規則1.3.'）の適用事例として正当化されている内的正
当化の規則と形態について妥当する。外的正当化の場合にも、討議倫理的
普遍化可能性の原理を構成的規則として法律的論証に導入する規則と形態
が見られない。
　確かに、意味論的考察は討議にとって必要な条件であるに違いない。こ
の考察は論証の「論理」の構成要素である。しかし、意味論的考察は、そ
れらがモノローグとしてなされうるし、討議を必要としないことは、その
特徴である。従って、全ての関与者の利害の相互の考慮に係わる普遍化可
能性の原理の種類は、初めて討議にとって十分である。アレクシーはそれ
を一般的・実践的討議の「根拠づけ規則」の中に取りあけるが、法律的論
証の規則や形態には見られない。以上の説明の結果として、当然ながら法
律的論証は、この規則が根拠づけること、つまり規範の妥当性を所与のも
のとして前提としなければならない。
　確かに、いかなる条件の下で「構造的一致」が存在するかについて議
論するのは可能である。しかし、内的および外的正当化のために利用され
ている規則や形態が一般的・実践的討議においても利用されているという
ことは、法律的論証を「特殊ケース」として特徴づけうるような一致を根
拠づけることができない。このような規則や形態は他の論証モデルにおい
ても正当化されうる。しかし、討議倫理的普遍化可能性の原理のみが一般
的・実践的討議にある論証のタイプを従属させるために必要であるだけで
はなく、そのために十分である場合に、法律的論証はこの討議のタイプの
特殊ケースでありえないということになる。何故なら、根拠づけ討議を特
徴づける唯一の規則は、法律的論証に利用されていない、そして利用され
てはならないのである。
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２.　道徳的適用討議の特殊ケースとしての法律的論証
　法律的論証を道徳的適用討議の特殊ケースとして解釈すると、我々は以
上の問題を解決できる。適用討議は―その定義からして―規範の妥当
性を前提とする。この前提の下で、法律的論証を討議として、妥当する法
秩序の枠での理性的根拠づけとして見なすことは有意義である。その際、
一般的・実践的討議を制限する必要がない。何故なら、規範や規範的命題
の妥当性をその対象にならない。我々は討議の制限を別の地平に求めなけ
れば成らない。法律的論証は限られた時間と不完全な知の条件の下で判断
を産出しなければならない。このような「負担減少の機能」は、何よりも
先ずドクマーティクの命題が引き受ける。
　状況記述とともに規範から状況への適用の移行を個別的判断の形で可
能にする一つの語用規則が援用されるのは、内的正当化にとって十分であ
る。しかも、私は II.節に示したように、語用規則の選択は、語用論的文
脈をもつ。この文脈によって語用規則は同時に完全に記述された状況に照
らして選択規則として特徴されている。この再構築によって外的正当化の
ステータスも変わる。外的正当化は選択行為の反省形態となる。我々が規
範を適用することによって表現する適切性の要求を、この規則や形態に基
づいて正当化されうるかは、我々は確かめなければならない。討議的方法
で全ての一応適用可能な規範の首尾一貫した解釈を可能にするのは、この
規則や形態の機能である。語用規則を選択する際に生ずる一方的で党派的
規範適用の危険は、へーアの意味論的普遍化可能性の原理のみを実現する
規則や形態によって排除できない。
　この仮説が正しければ、アレクシーが提案した解釈やドクマーティクや
先例利用の規則や形態、また一般的・実践的原理および経験的論証は、完
全に記述された状況に照らして規範適用の首尾一貫した正当化の課題を果
たし得るような形で再構築されねばならないはずである。例えば、我々は
解釈のカノンを、意味を確定する際に原理の考慮を規定する規則として理
解できる。特にドウォーキンおよびマッコーミックは、規範適用において
原理に指導されている論証の論拠として先例の役割を強調し
（芦）
た。 しかし、
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共通の原理の適用を可能にするメルクマールに照らして異なっている事案
を比較できるかは、全ての衝突する原理の考慮を可能にする完全な状況記
述によってのみ根拠づけられうる。ドクマーティクの命題に基づいて、一
般化された状況記述に関する首尾一貫した解釈のパラダイムの性質が明確
となる。
　首尾一貫性の原理が規範解釈を正統化するために必然的な条件であると
いうことは、最近数多くの法理論は認めている。他の補充的に使われてい
る原理に対して、首尾一貫性の原理をどういうふうに評価すべきかに基づ
いて、我々はこの法理論を区別することができる。数多くの場合には、首
尾一貫性の原理は、無矛盾性のより厳格な原理と、首尾一貫した形で正当
化された原理の相互に衝突する２つの特定量に対する判断を可能ならしめ
る高度な規範的内容をもつ原理と結合することになる。例えば、マッコー
ミックは首尾一貫性の原理を集合的財を考量する結果主義的原理によって
補充する。またアールニオーとぺゼニックは、価値を選好する秩序を有す
る観衆の生活形態に、この原理を関連づけ
（鯵）
る。規範解釈の首尾一貫した正
当化が同時に唯一正しい解決のために十分な条件であるというラジカルな
首尾一貫性理論を、ドウォーキンが提案する。しかし彼は、首尾一貫性の
条件を、人間の力を超える能力をもつ「ヘルクレス判事」の無制限の課題
として高め
（梓）
る。
　ドウォーキンの原理の首尾一貫した解釈の理論が、私はここで提案し
た論証モデルに一番近い。しかし、彼の理論のラジカルな性質は、首尾一
貫性の原理が適用討議の論証規則として再構築されることによって弱めら
れることになる。その重要な結果の１つは、一人の行為者がその理想から
して首尾一貫性の原理を適用することができないことである。このことに
よって「ヘルクレス」という理想的な存在は無用である。首尾一貫性を適
用討議へ限定することのもう１つの結果は、この原理に基づいて規範の正
当性も根拠づけうるという要求を、我々は放棄しなければならないという
ことである。そのことは、問題となる規範の妥当性を対象とする根拠づけ
の討議においてのみ可能である。個別的規範は、それが妥当する規範とそ
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の適切な適用に依拠する場合に、正しいであると我々は判断できる。
＊  この原稿は、 Murikka研究所開催の“The Legitimacy of Law”のテーマ
に関するシンポジウムにおける著者の修正、補充された講演によるもの
である。批判的議論の中でされた指摘は、Robert Alexy, Georg Henrik 
von Wright, Jerzy Wroblewskiに感謝する。
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